

























processes,andthe locational factors throughtheoverseassubsidiariesdata.Thisstudyalso
conductsthesiteinvestigationtoThai-WacoalPlc.asacasestudy.
　Asaresult, ithasbeenproved that JapaneseCorporationsofadvancement toThailand
thathadstartedinthe1960’s,thelocationsstopinadenotationexpansionfromtheBangkok
metropolitan area, therewere four locational factors, government policy, distributional

























































































































バンコク首都圏（6） 10,065,126 16.0 3,599,131 42.5 357,584 2.66
中　　　　　部（12） 6,617,660 10.5 953,054 11.3 144,017 1.07
東　　　　　部（8） 4,443,049 7.0 1,389,931 16.4 312,833 2.33
北　　　　　部（17） 11,871,934 18.8 763,009 9.0 64,270 0.48
東　　北　　部（19） 21,385,647 33.9 904,611 10.7 42,300 0.31
南　　　　　部（14） 8,654,831 13.7 859,326 10.1 99,289 0.74

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































原材料の用意 延反 裁断 縫製 検品 出荷
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ルでは、不良品ゼロを目指して特に力を入れている。製品として出荷するまでに、全数を
3回検査する。担当するのは、熟練の検査者で全ワーカーの7〜8％程しか居ないベテラ
ン作業者である。
5.4　製品の販売と輸出
　販売する服種と売上高については、女性下着（婦人、子供、スポーツ）が90％と多くを占め、
その他に子供服が8％、婦人服（アウターウェア）が2％となっている31。一方、日本国
内で手がけているような男性用下着32については、サハ・グループの傘下に日系企業のグ
ンゼがあることから販売していない。
　現在の販売先は、タイ国内が75％、日本を含めた輸出が25％となっている33。この結果、
タイ国内の女性下着市場においてワコールは約60％弱のシェアを握っており、ワコールが
進出する国の中では最も高い。タイ国内のシェアでは2位がトリンプの7％弱、3位がサ
ハ・グループによるヨーロッパブランドのライセンス販売となっている。ワコールがこの
ようにタイでの現地販売において成功を収めることができた理由の1つには、日本企業が
アジアで販売する場合のブランド優位性が挙げられる。つまり、タイなどのアジア各国で
日本企業は、ファッションブランドとして高いところからやってくるとみられており、日
本のワコールとして導入しやすい。これに対して、ワコールのフランスでの展開はファッ
ションの本場のため、十分なマーケットリサーチを行なって万全の体制で臨んだので、進
出するのも1990年と比較的遅い。また、ワコールはタイ国内販売のブランド戦略として、
日本国内と同様にチャネルごとにブランドを分けた販売を行なっている。即ち、日本では
百貨店はワコールブランド、量販店ではウイングブランドが販売されているが34、タイで
も百貨店はワコールブランド、量販店や GMS（カルフールやTESCO）ではポップライ
ンブランドと分けている。
　また、輸出についてはワコールの海外現地法人数社に対して製品を輸出、供給している。
その内訳は、日本向け約10％、アメリカ向け約25％（35％から減少）、その他向け約65％
であり、想定していたよりも日本への輸出割合は低い。ただし、タイワコール（バンコク
工場）の取り組みとして、約2年半前からタイ人企画製品の日本向け輸出を進めている。
31　ヒアリングに基づく。
32　日本国内でワコールは女性用の機能下着（商品名：「ヒップウォーカー」）の男性版である男
性用機能下着（商品名 :「クロスウォーカー」）を2008年春から発売し、ヒット商品となってい
る（繊研新聞2009年6月4日付）。
33　ヒアリングに基づく。
34　安（1999）、楠木・五十嵐（2007）を参照。
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現在の方式である日本からのパッケージを仕上げるグループ内の委託加工生産では、加工
賃だけしか入らないうえにアジア拠点（特に、中国拠点）と競合するためである。ただし、
日本向けの製品を日本に一度も行ったことのないタイ人にデザインさせるのは難しい。そ
こで、日本での市場視察を実施したり、デザイナーに日本の雑誌を買わせたりして日本に
ついての勉強をさせている。
5.5　サハ・グループとの関係性
　4節でみたように、ワコールのタイ国内での立地に関して大きな影響力を持ち、タイワ
コールの合弁パートナーであるサハ・グループとの関係性について、最後に簡単に述べお
く。既に触れたように、サハ・グループは消費財を中心に扱うタイの華僑系財閥グループ
である。もともとは貿易商で輸入などを手がけていたが、利幅が少ないためメーカーとの
合弁に力を入れている。日系の繊維・アパレル企業では、糸メーカーは旭化成、材料メー
カーはレースのサカエレースとも合弁しており、サハ・グループだけで糸、テキスタイル
から製品までの一貫生産ができる。その傘下には約350社の企業を収め、そのうち日系企
業は約70社ある。アパレル企業ではグンゼ、イトキン、ミズノ、ワコールが、消費財メー
カーはライオン、小売業のファミリーマートなどが含まれている。
　また、タイワコールの経営におけるワコールとの関係については、役職について社外
取締役以外、ワコールが1、サハ・グループが1となっている（表7）。そして、意思決
定に際しては双方合意を原則としている。さらに、現時点での合弁比率でもワコールが
1/3、サハ・グループが1/3、タイ証券市場からの資金調達が1/3となっており、タ
イワコールの経営においてサハ・グループとワコールは対等な関係にある。このようにワ
コールはタイ国内において現地企業であるサハ・グループとの合弁事業を行なうなかで、
表7　トップマネジメントの構成（2010年8月現在）
役　職　名 サハ（タイ）側 ワコール（日本）側
AdvisingDirector（相談役） 1
Chairman（会長） 1
ViceChairman（副会長） 1 1
ManagingDirector（社長） 1
DeputyManagingDirector（副社長） 1
Director（取締役） 2 2
IndependentDirector（社外取締役） 5
注）単位は、人。2010年4月の株主総会より現在の構成となる（出資比率に基づく）。
出所）ThaiWacoalPublicCompanyltd“AnnualReport2009”、およびE-mail でのタイワコール中野さ
んからの回答（2010年8月27日）により作成。
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非常に強い協力関係を構築している。これに対し、伝統的な日本の多国籍企業論ではメー
カーの海外進出に合弁出資などの面で重要な役割を担ったとされる商業企業の日本の総合
商社や専門商社とはあまり関係をもっておらず、その役割や機能をサハ・グループが担っ
ているものと考えられる。
6．おわりに
　以上のような日本企業の海外子会社データに基づく立地分析と、海外現地調査によるワ
コールの立地や事業展開の検討によって、1節で掲げた課題に対しては次のような解答を
得ることができた。
　まず、第一にタイにおける日本の繊維・アパレル企業の立地は、1960年代半ばからバン
コク首都圏を中心に行なわれ始め、1980年代末からは中部、東部、北部へと拡大したが、
首都圏以外への立地は僅かであり、バンコク首都圏からの外延的拡大にとどまっているこ
とが明らかになった。そして、このような地理的分布を生み出した要因として、バンコク
首都圏の市場規模、政府政策（特に、BOI の優遇策）、物流インフラの整備、国際的な為
替相場の変化の4つの立地要因が考えられた。第二に、日本の繊維 ･アパレル企業全体と
同様の立地展開がみられたワコールのタイでの立地要因をみることによりバンコク首都圏
市場の規模、政府政策、物流インフラの整備の立地要因としての有用性についての検証が
できた。その一方で、タイでのワコールの立地要因として、国際的な為替相場の変化（プ
ラザ合意）の影響をみることができなかった。それは、ワコールが既に早くから進出して
いたことや、当初は欧米や日本市場ではなく現地市場獲得を目指していたからであると推
測される。したがって、この立地要因は企業による違いがあるものと考えられ、国内市場
獲得を目指したワコールに対しては現地企業サハ・グループの影響力、タイ国内の労賃格
差などの立地要因が大きく働いていた。そして、第三にワコールのタイにおける事業内容
については、進出当初から様々な変化がみられ、タイにおける日本企業の成長を捉えるこ
とができた。それは、現地販売を目指したワコールのタイでの大きなシェアの獲得であり、
経営や生産の現地化であり、現地販売からワコール内の他の海外拠点の委託加工輸出、さ
らには現地企画商品の日本市場への輸出販売へといった変化である。このようにタイの現
地におけるワコールの事業内容の変化を通じて企業としての成長を捉えるができたが、そ
こにも現地企業であるサハ・グループの影響が大きかった。換言するならば、タイにおい
てワコールがサハ・グループとの関係を上手く構築しえたことが、ワコールのタイでの企
業成長につながったのではないかと考えられる。
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　このようにタイにおける日本の多国籍企業の立地や成長という観点から、幾つかの成果
を挙げることができた。一方で、タイ国内の立地や特定企業の立地、事業展開に的を絞っ
たがために、問題意識において触れたような中国拠点とタイ拠点との関連性や分業関係、
棲み分けについては検討することができなかった。また、タイを中心とした大メコン経済
圏とも呼ばれるインドシナ諸国は、これから高速道路（南北回廊、東西回廊）などの国際
物流インフラが整備され、今後これらの国における労働コストや物流コストなど進出する
日本企業を巡る立地環境は大きく変化していくものと思われる。本稿では、こうした他の
アジア諸国を含めた立地主体の動きや立地環境の変化については分析できておらず、今後
の検討課題としたい。
（付記）タイワコールでの現地調査やその後の問合せに際し、タイワコール副社長の中野
彰久さん、ワコール国際本部アジア課の佐藤公彦さん（2010年3月に退社されて
いる）には大変お世話になった。記して感謝したい。また、本研究は平成21年度
大阪産業大学共同研究組織（代表：出水力・大阪産業大学経営学部教授）からの
研究助成を受けた。
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